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個別の市町村の状況
１．財政状況等一覧表

２．財政比較分析表
(１) 分析の見方
　平成20年度の地方財政状況調査による財政指標を使用しています。各市町村は、人口規模、産業構造等が異なる
ため指標を単純に比較しても、客観性に欠けるため全国市町村の類似団体との比較を行っています。
　レーダーチャート（中央部）は、類似団体の平均値を100としたときの各市町村の指数をチャート化したもので
す。当該団体の七角形が平均値の七角形より外側に広がれば広がるほど財政状況がよいことを示しています。
　個別指標図（レーダーチャート周辺の７つのグラフ）は、各市町村の数値と類似団体の平均値及び最大値・最小値
を棒グラフの形で示しており、各団体がどの程度にあるか一目でわかるようになっています。
　なお、人口一人当たりの決算額については、平成21年3月31日現在の住民基本台帳登載人口に基づいたもので
す。

(２) 使用している各指標について
ア　財政力指数
　市町村の財政力を示す指標で、財政力指数が大きいほど財源に余裕があるといえます。これが1.0を上回ると普通
交付税の不交付団体となります。　※下記計算により得られた数値の、過去3年間の平均値です。

　　　　　　　　基準財政収入額（市町村が標準的な状態において徴収が見込まれる税等収入）

　　　　　　　 基準財政需要額（市町村が合理的で妥当な水準の行政を行う場合に要する経費）

　 総合的な財政情報について一覧性をもった開示が求められている中で、一般会計に加え公営企業会計などの特別
会計の状況や第三セクター等の経営状況及び財政援助の状況も含め、各市町村の総合的な財政状況をまとめたものです。
　　
１　一般会計等の財政状況
　地方財政健全化法における処理上の会計である一般会計等を構成する、一般会計と公営事業会計以外の特別会計の
財政状況です。一般会計と公営事業会計以外の特別会計の財政状況については、各会計の決算数値を、また一般会計
等の財政状況については、地方財政健全化法の報告数値となっています。

２　公営企業会計等の財政状況
　公営事業会計には、上水道・下水道・病院等の地域住民の生活に必要なサービスを提供する公営企業会計と国民健
康保険・老人保健医療・介護保険事業等の保険事業会計等があります。このうち、地方公営企業法を適用している公
営企業会計では、地方公営企業決算状況調査の決算値を、その他の公営事業会計では、各会計の決算数値となってい
ます。

３　関係する一部事務組合等の財政状況
　各市町村が加入する一部事務組合、広域連合の財政状況です。一般会計等負担見込額では、当該団体が将来にわ
たって負担していく見込み額を記載しています。

４　地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況
　各市町村が出資等をしている地方公社・第三セクター等の財政状況です。当該団体の出資比率が25％以上、若し
くは当該団体から財政支援（補助金、貸付金、損失補償、債務保証）を行っている法人を記載しています。

5　充当可能基金の状況
　各市町村に設置されている基金のうち、当該基金を廃止するものと仮定した場合に地方債の償還額等に充当が可能
な金額を記載しています。

財政力指数 ＝

一部事務組合と広域連合　
　市町村の区域を越えて、広域で事務処理するときに活用される制度です。ごみ処理、し尿処理、火葬、常
備消防などを中心に組織されています。広域連合は一部事務組合と大きな差異はありませんが、権限移
譲の受け皿とし施行されており、長や議員を直接選挙で選ぶことができます。県内には臼津広域連合と
大分県後期高齢者医療広域連合があります。 
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３．歳出比較分析表

イ　経常収支比率
　財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費・扶助費・公債費のように毎年度経常的に支出される経費に充
当された一般財源の額が、地方税・地方交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源及び臨時財政対策債
等の合計額に占める割合です。この比率は低ければ低いほど、普通建設事業費等の臨時的経費に充当できる一般財源
があり、財政構造が弾力に富んでいることになります。
　　　　　　　　　　　　　　　人件費、扶助費、公債費等に充当した一般財源
　　　　　　　　　　　　経常一般財源（地方税＋普通交付税等）＋臨時財政対策債等
 
ウ　将来負担比率
　地方公社や損失補償を行っている出資法人等に係るものも含め、地方公共団体の一般会計等が将来負担すべき実質
的な負債の標準財政規模に対する比率のことで、この比率が350％（早期健全化基準）以上となった市町村は、財
政の早期健全化を図るため、財政健全化計画を定めなければなりません。
　　　　　　　　　将来負担額－（充当可能基金＋特定財源見込額＋地方債現在高等に係る交付税算入見込額）
　　　　　　　　　　　　標準財政規模（臨時財政対策債含む）－元利償還金等に係る交付税算入額
 
エ　実質公債費比率
　普通会計等の公債費や公営企業債の元利償還金に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた実質的な公債費
相当額（普通交付税で措置される分は除く）に充当された一般財源の標準財政規模に対する割合の過去3年間の平均
値です。この数値が18％を超えると、地方債の発行の際に県知事の許可が必要となります。
　　　　　　　　　　　　　元利償還金等－特定財源－元利償還金等に係る交付税算入額
　　　　　　　　　  標準財政規模（臨時財政対策債含む）－元利償還金等に係る交付税算入額
 
オ　ラスパイレス指数
　一般行政職職員の給料について、国家公務員を100とした場合の市町村職員の給料水準を示しています。

(１) 分析の見方
　歳出比較分析表では、2．市町村財政比較分析表の各指標のうち経常収支比率について、性質別経費ごとにさらに
細かく分析しています。市町村財政比較分析表同様、全国市町村の類似団体との比較を行っており、各市町村の財政
構造の弾力化について、改善ポイントが見えてきます。
　レーダーチャート（中央部）は、類似団体の平均値を100としたときの各市町村の指数をチャート化したもので
す。指数が良好であれば高い指数となるよう計算されていますから、当該団体の八角形が平均値の八角形より外側に
あるほど、財政構造に弾力性があることを示しています。
　個別指標図（レーダーチャート周辺の8つのグラフ）は、各市町村の数値と類似団体の平均値及び最大値・最小値
を図示して、各団体がどの程度にあるか一目でわかるようになっています。併せて指標ごとに数値の時系列データを
グラフ化しており、行財政改革の効果等を年度別に見ることができます。
 
(２) 性質別経費について
ア　人 件 費

イ　物 件 費

ウ　扶 助 費

エ　公 債 費

オ　補助費等

カ　そ の 他

職員や特別職の給与や退職金、議員、各種委員の報酬、共済負担金などです。

臨時職員の賃金、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、光熱水費、修繕費等）、役務費（通信運搬
費、手数料等）、委託料等の費用です。

社会保障制度の一環として、生活困窮者、高齢者、児童、障がい者等に対して行っている様々な
支援に対する経費です。

過去に借り入れた地方債の返済に要する経費（元金・利子等）及び一時借入金の利子です。

各種団体に対する助成金や一部事務組合、広域連合への負担金などが主な経費です。

日常生活に密接な関係があるサービスの提供を行っている公営企業（水道・下水道・病院等）会
計、また社会保障制度として運営されている国民健康保険や介護保険等の保険事業会計などの他
会計への繰出金が主な経費です。

類似団体とは？
　人口と産業構造の2要素の組合せによって全国の市町村を分類したもので、大都市、特別区、中核
市及び特例市を各1類型、一般市を16類型、町村を15類型に分類しています。類似団体の指標は、
各類型の中から大規模な合併、多額の赤字、災害等の特殊事情がなく、また、収益事業収入が著しく
多額でないなど標準的な財政運営を行っている団体を抽出したものの平均値となります。

経常収支比率 ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　×100

将来負担比率 ＝

実質公債費比率 ＝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の3カ年平均
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団体名 大　分　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

84,626

普通交付税額
(B)

5,131

臨時財政対策
債発行可能額(C)

3,189

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

92,946

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担の
健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

大分市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

大分市
その他

扶助費

物件費

人件費

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／468,700人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／501.28㎞2

歳 入 総 額／150,445,187千円
歳 出 総 額／145,427,771千円

人 　 　 口／468,700人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／501.28㎞2

歳 入 総 額／150,445,187千円
歳 出 総 額／145,427,771千円

財政力

財政力指数［0.94］

財政構造の弾力性

経常収支比率［94.1％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［93,116円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［101.9］

将来負担の状況

将来負担比率［133.9％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［12.0％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［6.69人］

類似団体内順位
10/39

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
28/39

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
9/39

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
33/39

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
27/39

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
23/39

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
26/39

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

（％）

H20類似団体内順位
28/39

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
36/39

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
29/39

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
23/39

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
6/39

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
15/39

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
33/39

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
3/39

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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4.0

6.0

8.0
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18.0
H20H19H18H17H16

3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

18.0

21.0

24.0
H20H19H18H17H16

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0
H20H19H18H17H16
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 別　府　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

15,348

普通交付税額
(B)

6,578

臨時財政対策
債発行可能額(C)

969

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

22,895

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担の
健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

別府市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

別府市
その他

扶助費

物件費

人件費

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／121,118人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／125.15㎞2

歳 入 総 額／42,185,325千円
歳 出 総 額／41,522,060千円

人 　 　 口／121,118人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／125.15㎞2

歳 入 総 額／42,185,325千円
歳 出 総 額／41,522,060千円

財政力

財政力指数［0.65］

財政構造の弾力性

経常収支比率［95.5％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［101,274円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［99.1］

将来負担の状況

将来負担比率［13.5％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［2.2％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［7.78人］

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

類似団体内順位
30/35

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
17/35

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
17/35

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
9/35

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
31/35

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
3/35

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
3/35

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

（％）

H20類似団体内順位
17/35

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
32/35

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
5/35

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
31/35

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
4/35

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
32/35

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
31/35

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
11/35

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値
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H20H19H18H17H16

0.61
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15.6
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6.9
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2.5
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98.9
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0.8
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3.0

6.0

9.0

12.0

15.0

18.0

21.0

24.0
H20H19H18H17H16

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0
H20H19H18H17H16

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
H20H19H18H17H16

60.0

70.0

80.0

90.0

100.0
H20H19H18H17H16

77.878.1
76.576.1

75.1

82.9

79.2

84.5 84.2

84.3

11.2
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 中　津　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

11,374

普通交付税額
(B)

9,825

臨時財政対策
債発行可能額(C)

917

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

22,116

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

中津市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

中津市
その他

扶助費

物件費

人件費

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／85,608人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／491.15㎞2

歳 入 総 額／35,682,097千円
歳 出 総 額／34,418,891千円

人 　 　 口／85,608人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／491.15㎞2

歳 入 総 額／35,682,097千円
歳 出 総 額／34,418,891千円

財政力

財政力指数［0.52］

財政構造の弾力性

経常収支比率［94.1％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［131,764円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［99.3］

将来負担の状況

将来負担比率［77.8％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［9.1％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［9.04人］

類似団体内順位
85/129

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
78/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
103/120

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
101/129

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
96/129

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
17/129

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
35/129

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

（％）

H20類似団体内順位
78/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
112/129

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
73/129

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
68/129

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
72/129

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
72/129

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
107/129

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
9/129

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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13.0 14.4 14.0
15.7

4.3 4.3 3.7

20.7

20.3

19.5

19.4

19.9

4.4

3.3

15.6

8.2
8.0

89.3

93.4 94.1

15.18

4.08

7.898.238.208.49

7.72

9.04

23.4

4.2

261.4

17.8

14.3
14.2

16.115.3

115.7

11.1 11.3
8.8

9.1

83.4 77.8

9.279.279.409.57

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

H20H19H18H17H16

（％）

（円） （人）

（％）

（％）

87.0

90.0

93.0

96.0

99.0

102.0

105.0

108.0

H20H19H18H17H16

0.00

3.00

6.00

9.00

12.00

15.00

18.00
H20H19H18H17H16

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0
H20H19H18H17H16

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0
H20H19H18H17H16

70.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

H20H19H18H17H16

10.0

50.0

40.0

30.0

20.0

H20H19H18H17H16

0.0

40.0

30.0

20.0

10.0

H20H19H18H17H16
18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

0.0

H20H19H18H17H16

0.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

H20H19H18H17H16
40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

H20H19H18H17H16

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
H20H19H18H17H16

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

H20H19H18H17H16

72.472.7

71.9

72.371.1

73.7

77.0

69.9

73.1 73.4

102.9

89.4

97.6

97.5

96.8

97.397.2

99.1

96.5

97.6 98.6 99.3

113,849

131,764

113.2
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 日　田　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

9,319

普通交付税額
(B)

11,637

臨時財政対策
債発行可能額(C)

821

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

21,777

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

日田市
その他

扶助費

物件費

人件費

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／73,003人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／666.19㎞2

歳 入 総 額／35,441,094千円
歳 出 総 額／34,143,402千円

（％）

H20類似団体内順位
85/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
40/129

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
117/129

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
26/129

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
107/129

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
72/129

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
77/129

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
28/129

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

日田市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／73,003人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／666.19㎞2

歳 入 総 額／35,441,094千円
歳 出 総 額／34,143,402千円

財政力

財政力指数［0.44］

財政構造の弾力性

経常収支比率［94.5％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［139,409円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［98.8］

将来負担の状況

将来負担比率［29.6％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［12.2％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［8.40人］

類似団体内順位
106/129

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
85/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
109/129

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
89/129

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
80/129

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
40/129

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
6/129

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

107.5

77.8

41.4

93.0

91.9

92.1 93.6

93.0

97.8

89.3

25.3

5.0

14.5

3.8

22.4

6.3

27.5
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29.9

8.0

90.7
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13.7 12.8 13.4 15.0
15.0
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11.0
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13.2
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20.6
19.4 19.6 20.820.2

11.0
12.9
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7.0
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7.2

7.7
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10.7
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12.1
9.3 8.9

26.1
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0.00

0.30
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1.20
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1.80

H20H19H18H17H16

0.39

97.8

89.3

94.7

95.2

0.42 0.44 0.45

0.44

0.57 0.59

93.0

112,672
122,584

115,686 116,542

181,055

65,254

91.9

92.1 93.5

0.31

1.39

94.5

107.5

77.8

93.0

0.63 0.65 0.66

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

H20H19H18H17H16

148,765 133,407

128,160

138,535

102.9

89.4

97.6

97.5

96.8

97.3

96.5

99.7

95.1

96.4

99.5
98.8

15.18

4.08

7.898.238.208.49
8.00

8.40

23.4

4.2

261.4

17.8

14.3

14.216.115.3

115.7
113.2

14.6 15.0

12.0 12.2

35.3

29.6

8.818.728.568.65
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210,000
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（％）

（円） （人）

（％）
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 佐　伯　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

8,800

普通交付税額
(B)

16,771

臨時財政対策
債発行可能額(C)

1,081

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

26,651

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

佐伯市
その他

扶助費

物件費

人件費

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／80,780人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／903.51㎞2

歳 入 総 額／44,612,332千円
歳 出 総 額／44,141,994千円

（％）

H20類似団体内順位
89/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
92/129

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
125/129

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
11/129

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
66/129

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
13/129

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
54/129

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
28/129

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

佐伯市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／80,780人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／903.51㎞2

歳 入 総 額／44,612,332千円
歳 出 総 額／44,141,994千円

財政力

財政力指数［0.35］

財政構造の弾力性

経常収支比率［94.7％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［161,981円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［98.8］

将来負担の状況

将来負担比率［105.3％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［14.1％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［11.60人］

類似団体内順位
127/129

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
89/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
123/129

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
89/129

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
123/129

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
69/129

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
61/129

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

12.81

107.5

77.8

41.4

90.5 91.9

92.1

93.5
93.0

102.6

92.3

25.3

5.0

14.5

3.8

22.4

6.3

27.5

1.5

29.9

8.0

90.7

54.4

12.8 12.4

12.3 12.4

12.3

14.7
13.0

11.6 12.1

12.6

7.9
11.3 11.0

11.8 12.4
10.1 11.1 10.6 10.9

20.6
19.4 19.6 20.2 20.2

11.0

12.97.87.7

7.07.0

4.4

5.8 5.4
10.2 9.4 9.3

10.8

6.5 4.9 6.1

28.5

28.826.2 28.026.8

5.5
5.7

12.5

4.6

5.4

91.2

93.6 94.7

70.0

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

H20H19H18H17H16

10.0

50.0

40.0

30.0

20.0

H20H19H18H17H16

0.0

40.0

30.0

20.0

10.0

H20H19H18H17H16
18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

3.0

0.0

H20H19H18H17H16

0.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

H20H19H18H17H16
40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

H20H19H18H17H16

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0
H20H19H18H17H16

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

40.0

H20H19H18H17H16

72.4
72.771.972.3

71.1
66.1

75.8

63.2 64.8

66.2

0.00

0.30

0.60

0.90

1.20

1.50

1.80

H20H19H18H17H16

0.30

102.6

92.3

91.2

93.6

0.32 0.34 0.35

0.35

0.60 0.59

90.5

114,071
122,584 115,686 116,542

181,055

65,254

91.9

92.1

93.5

0.31

1.39

94.7

107.5

77.8

93.0

0.63 0.65 0.66

120.0

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

H20H19H18H17H16

194,353

171,266

158,161
162,291

102.9

89.4

97.6

97.5

96.8

97.397.2

100.3

95.9

97.7 98.3 98.8

15.18

4.08

7.898.238.208.49

7.72

11.60

23.4

4.2

261.4

17.8

14.3
14.216.115.3

115.7

113.2

14.3 14.8
13.8

14.1

117.5

105.3

12.2112.08
12.42

30,000

60,000

90,000

120,000

150,000

180,000

210,000

240,000

H20H19H18H17H16

（％）

（円） （人）

（％）

（％）

87.0

90.0

93.0

96.0

99.0

102.0

105.0

108.0
H20H19H18H17H16

0.00

3.00

6.00

9.00

12.00

15.00

18.00
H20H19H18H17H16

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

30.0

25.0

H20H19H18H17H16

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0
H20H19H18H17H16

18.6

29.9
30.8

29.5 29.2 28.3

40.0

33.0
31.6 31.2

30.0

113,849

161,981

25



個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 臼　杵　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

4,998

普通交付税額
(B)

5,572

臨時財政対策
債発行可能額(C)

437

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

11,007

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

臼杵市
その他

扶助費

物件費

人件費

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／43,569人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／291.07㎞2

歳 入 総 額／17,979,287千円
歳 出 総 額／17,525,327千円

（％）

H20類似団体内順位
96/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
81/129

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
104/129

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
51/129

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
106/129

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
54/129

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
73/129

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
23/129

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

臼杵市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／43,569人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／291.07㎞2

歳 入 総 額／17,979,287千円
歳 出 総 額／17,525,327千円

財政力

財政力指数［0.45］

財政構造の弾力性

経常収支比率［95.9％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［124,526円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［100.9］

将来負担の状況

将来負担比率［88.2％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［17.0％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［8.91人］

類似団体内順位
58/129

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
96/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
54/129

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
126/129

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
53/129

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
77/129

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
24/129

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 津 久 見 市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

2,906

普通交付税額
(B)

2,450

臨時財政対策
債発行可能額(C)

211

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

5,566

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

津久見市
その他

扶助費

物件費

人件費

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／21,267人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／79.54㎞2

歳 入 総 額／8,915,577千円
歳 出 総 額／8,807,908千円

（％）

H20類似団体内順位
109/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
117/129

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
85/129

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
92/129

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
63/129

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
85/129

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
115/129

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
7/129

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

津久見市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／21,267人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／79.54㎞2

歳 入 総 額／8,915,577千円
歳 出 総 額／8,807,908千円

財政力

財政力指数［0.47］

財政構造の弾力性

経常収支比率［97.7％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［142,788円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［96.6］

将来負担の状況

将来負担比率［92.3％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［13.7％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［10.53人］

類似団体内順位
53/129

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
109/129

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
82/129

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
74/129

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
83/129

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
26/129

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
27/129

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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個
別
の
市
町
村
の
状
況

団体名 竹　田　市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

2,751

普通交付税額
(B)

7,177

臨時財政対策
債発行可能額(C)

438

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

10,366

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

竹田市
その他

扶助費

物件費

人件費

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／26,023人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／477.59㎞2

歳 入 総 額／18,358,064千円
歳 出 総 額／17,115,809千円

（％）

H20類似団体内順位
86/89

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
89/89

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
74/89

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
59/89

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
40/89

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
12/89

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
20/89

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
19/89

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

竹田市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／26,023人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／477.59㎞2

歳 入 総 額／18,358,064千円
歳 出 総 額／17,115,809千円

財政力

財政力指数［0.28］

財政構造の弾力性

経常収支比率［97.7％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［221,982円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［97.5］

将来負担の状況

将来負担比率［100.4％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［12.1％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［16.25人］

類似団体内順位
79/89

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
86/89

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
89/89

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
65/89

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
89/89

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
13/89

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
25/89

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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町
村
の
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団体名 豊後高田市

財政状況等一覧表（平成20年度）

（単位：百万円）

標準税収入額等
(A)

2,610

普通交付税額
(B)

5,874

臨時財政対策
債発行可能額(C)

353

標準財政規模
(A)+(B)+(C)

8,837

（注）　１．法適用企業とは、地方公営企業法の全部又は一部を適用する公営企業である。
　　　２．法適用企業会計以外の特別会計については「総収益」「総費用」「純損益」の欄に、それぞれ「歳入」「歳出」「形式収支」を表示している。
　　　３．「資金剰余額／不足額（実質収支）」は、地方公共団体財政健全化法に基づくものであり、資金不足額がある場合には負数（△～）で表示している。
　　　４．「左のうち一般会計等繰入見込額」は、企業債(地方債)現在高のうち将来負担比率に算入される部分の金額である。

※「一般会計等」の数値は、各会計間の繰入・繰出などを控除（純計）したものであることから、各会計間の合計額と一致しない項目がある。

（注）　損益計算書を作成していない社団・財団法人は「経常損益」の欄には当期正味財産増減額を表示している。

（注） 「充当可能基金」とは、基金のうち地方債の償還等に充当可能な現金、預金、国債、地方債等の合計額をいい、貸付金及び不動産等を含まない。

１．一般会計等の財政状況

２．公営企業会計等の財政状況

３．関係する一部事務組合等の財政状況

４．地方公社・第三セクター等の経営状況及び地方公共団体の財政的支援の状況

５．充当可能基金の状況

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）

（単位：百万円）
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140以上

120

100

80

60

40以下

経常収支比率（合計）

公債費以外

公債費

補助費等

類似団体平均

豊後高田市
その他

扶助費

物件費

人件費

歳出比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／24,688人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／206.64㎞2

歳 入 総 額／15,448,927千円
歳 出 総 額／15,102,866千円

（％）

H20類似団体内順位
78/89

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

経常収支比率（合計）

（％）

H20類似団体内順位
81/89

全国市町村平均
27.2

大分県市町村平均
32.2

H20類似団体内順位
75/89

全国市町村平均
20.1

大分県市町村平均
22.6

H20類似団体内順位
55/89

全国市町村平均
71.7

大分県市町村平均
71.8

人件費

（％）

H20類似団体内順位
33/89

全国市町村平均
13.1

大分県市町村平均
11.5

H20類似団体内順位
24/89

全国市町村平均
9.1

大分県市町村平均
8.2

H20類似団体内順位
77/89

全国市町村平均
11.7

大分県市町村平均
14.4

H20類似団体内順位
4/89

全国市町村平均
10.6

大分県市町村平均
5.5

物件費

（％）

扶助費

（％）

その他

（％）

補助費等

（％）

公債費

（％）

公債費以外

経常収支比率の分析

140以上

120

100

80

60

40以下

財政力

将来負担の
健全度

公債費負担
の健全度

定員管理の適正度給与水準の
適正度

人件費・
物件費等の
適正度

財政構造の
弾力性

類似団体平均

豊後高田市
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

市町村財政比較分析表（平成20年度普通会計決算）

人　　 口／24,688人（Ｈ21.3.31現在）
面 　 　 積／206.64㎞2

歳 入 総 額／15,448,927千円
歳 出 総 額／15,102,866千円

財政力

財政力指数［0.30］

財政構造の弾力性

経常収支比率［96.1％］

人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額［170,944円］
給与水準（国との比較）

ラスパイレス指数［97.7］

将来負担の状況

将来負担比率［86.1％］

公債費負担の状況

実質公債費比率［16.6％］

定員管理の状況

人口千人当たり職員数［12.48人］

類似団体内順位
74/89

全国市町村平均
0.56

大分県市町村平均
0.44

類似団体内順位
78/89

全国市町村平均
91.8

大分県市町村平均
94.4

類似団体内順位
76/89

全国市町村平均
114,142

大分県市町村平均
121,407

類似団体内順位
69/89

全国市平均
98.4

全国町村平均
94.6

類似団体内順位
76/89

全国市町村平均
7.46

大分県市町村平均
8.78

類似団体内順位
45/89

全国市町村平均
11.8

大分県市町村平均
11.6

類似団体内順位
15/89

全国市町村平均
100.9

大分県市町村平均
88.1

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

当 該 団 体 値
類似団体内平均値
類似団体内の最大
値および最小値

※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。ただし
　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※類似団体とは、人口及び産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体を言う。
※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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